
建築物環境報告書制度（中小規模建物）の
強化・拡充について

2025年6月30日（月曜日）開催

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会
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建築物環境報告書制度の概要

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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建築物環境報告書制度の概要

制度創設の背景 中小規模
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気候危機の一層の深刻化

エネルギー危機の影響の長期化懸念

都民生活や事業活動に多大な影響

脱炭素化とエネルギー安全保障の確保の一体的実現が必要

エネルギーの大消費地・東京の責務として、経済、健康、レジリエンスの確保を見据え、
2030年カーボンハーフの実現に向け、脱炭素社会の基盤を早期に確立することが急務

よりレジリエントで豊かな住みよい都市東京を実現

・都内CO2排出量の７割が建物でのエネルギー使用に起因

・2050年時点では、建物ストックの約半数（住宅は7割）が今後新築される建物に置き

換わる見込み

・2050年の東京の姿を形作る新築建物への対策が極めて重要

・都内の住宅屋根への太陽光発電設備設置量は限定的

大都市東京ならではの強み “屋根”を最大限活用

・家庭部門のエネルギー消費量は、2000 年度比で唯一増加 （各部門別）

一層の対策強化が必要

東京の特性を踏まえ、気候変動対策を抜本的に強化・徹底、加速度的に推進し、

■ 東京の姿を左右する建物対策

■ 都内の大きなポテンシャル   “屋根”都内の太陽光発電設備設置割合 部門別最終エネルギー消費の推移

未設置 ＝ 大きなポテンシャル

家庭部門

都内CO2排出量部門別構成比 都内住宅の状況（2050年に向けた推移）

建物関連が
７割超
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⚫ 令和４年12月に環境確保条例を改正し、脱炭素社会の実現に向けた実効性あ

る取組の強化を図る施策の一つとして、中小規模新築建物に対する「建築物環
境報告書制度」を創設。令和７年４月から施行
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建築物環境報告書制度の概要

建築物環境報告書制度の創設

大規模

中規模

小規模

2,000㎡

制度対象：延べ面積2,000㎡未満

＜ビル・住宅（マンション・戸建）＞

新制度の導入
「建築物環境報告書制度」

年間着工棟数 98%（約4万9千棟弱）※
年間着工延床面積 52％

＜新築建物 約5万棟／年＞

＜戸建住宅等＞

制度対象：延べ面積2,000㎡以上

＜ビル・住宅（マンション）＞

「建築物環境計画書制度」

年間着工棟数 2%（約1千棟）※
年間着工延床面積 48％

現行制度の強化

東京ゼロエミ住宅
（助成制度）

※ 平成23年から令和2年までの10年間の平
均着工棟数を基に算出。非住宅を含む。

中小規模
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建築物環境報告書制度の概要

ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ 中小規模
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⚫ 令和7年3月、2035年までに温室効果ガス排出量を2000年比で60％以上削減
する新目標を設定（ゼロエミッション東京戦略 Beyond カーボンハーフ）
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建築物環境報告書制度の概要

⚫ 供給規模が一定以上の建物供給事業者（特定供給事業者） ※１に、新築住宅等
への太陽光発電設備の設置や、断熱・省エネ性能の確保等を義務付ける制度

【特定供給事業者に義務付ける５つの事項】

⑤ 基準への適合状況等の報告
（建築物環境報告書の提出※２）
 →事業者からの報告内容を都が公表

新築する建物において、
① 断熱・省エネ性能を確保
② 太陽光発電設備等の設置
③ 電気自動車充電設備等の設置
→都が定める基準に適合する義務

④ 施主や購入者等に対して新築建物
の環境性能を説明

 →都が定める説明事項を説明

※１ １棟当たりの延べ面積が2,000㎡未満の中小規模建物を都内で
年間２万㎡以上供給する事業者

※２ 翌年度の９月末までに提出

中小規模
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建築物環境報告書制度の概要 中小規模

【特定供給事業者にかかる義務のイメージ】

特定供給事業者に該当する年度

特定供給事業者に該当する年度の翌年度



【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

建築物環境報告書制度の概要（再掲）

⚫ 供給規模が一定以上の建物供給事業者（特定供給事業者） ※１に、新築住宅等
への太陽光発電設備の設置や、断熱・省エネ性能の確保等を義務付ける制度

【特定供給事業者に義務付ける５つの事項】

⑤ 基準への適合状況等の報告
（建築物環境報告書の提出※２）
 →事業者からの報告内容を都が公表

新築する建物において、
① 断熱・省エネ性能を確保
② 太陽光発電設備等の設置
③ 電気自動車充電設備等の設置
→都が定める基準に適合する義務

④ 施主や購入者等に対して新築建物
の環境性能を説明

 →都が定める説明事項を説明

※１ １棟当たりの延べ面積が2,000㎡未満の中小規模建物を都内で
年間２万㎡以上供給する事業者

※２ 翌年度の９月末までに提出

中小規模
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

現行の断熱・省エネ性能の基準

⚫ 住宅等の区分に応じて、各断熱・省エネ性能に適合することが必要
◼ 全国平均で達成する国の住宅トップランナー基準に対して、本制度では都内平均で達成が必要

◼ 基準は国のロードマップ※１を参考に見直していく。

中小規模

住宅等の区分 断熱性能※２ 省エネ性能（再エネ含む）※２

住宅TR事業

者が供給する
住宅

注文戸建住宅基準※３ 外皮基準（UA値0.87※４） 平均BEI値0.8

分譲戸建住宅基準※３ 外皮基準（UA値0.87※４） 平均BEI値0.85

賃貸又は分譲共同住宅基準※３ 外皮基準（UA値0.87※４） 平均BEI値0.9

その他の住宅 外皮基準（UA値0.87※４） BEI値1.0

非住宅
※５

小規模（300㎡未満） BPI値1.0 BEI値1.0

中規模（300㎡以上2,000㎡未満） BPI値1.0 BEI値1.0

※１ 例えば『（参考）脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・
進め方に関するロードマップ（2021.8）』等 

※２ 住宅は単位住戸ごと、非住宅は建物（１棟）ごとに適合が必要

※３ 住宅TR事業者が都内に供給する住宅等の区分に応じて適合すべき基準
※４ 地域区分６及び５における基準。地域区分４（檜原村、奥多摩町）はUA値0.75

※５ 用途（事務所等、ホテル等など）の別は問わない。

【省エネルギー性能基準（義務）】
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

現行の誘導すべき断熱・省エネ性能の基準

⚫ 国が示している遅くとも2030年までに到達すべき水準に設定
◼ 省エネ性能に関する誘導基準は、再エネ利用による効果を除いた性能で評価

◼ 全国平均で達成する国の住宅トップランナー基準に対して、本制度では都内平均で達成が必要

◼ 基準は国のロードマップ※１を参考に見直していく。

中小規模

住宅等の区分 断熱性能※２ 省エネ性能（再エネ除く）※２

住宅TR事業

者が供給する
住宅

注文戸建住宅基準※３ 強化外皮基準（UA値0.6） 平均BEI値0.75

分譲戸建住宅基準※３ 強化外皮基準（UA値0.6） 平均BEI値0.8

賃貸又は分譲共同住宅基準※３ 強化外皮基準（UA値0.6） 平均BEI値0.8

その他の住宅 強化外皮基準（UA値0.6） BEI値0.8

非住宅
※５

小規模（300㎡未満） BPI値1.0 BEI値0.8

中規模（300㎡以上2,000㎡未満） BPI値1.0 用途に応じてBEI値0.6/0.7※４

※１ 例えば『（参考）脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・
進め方に関するロードマップ（2021.8）』等 

※２ 住宅は単位住戸ごと、非住宅は建物（１棟）ごとに適合が必要

※３ 住宅TR事業者が都内に供給する住宅等の区分に応じて適合すべき基準
※４ 事務所等、学校等、工場等：0.6、ホテル等、病院等、百貨店等、飲食店等、集会所

等：0.7

【誘導基準（努力義務）】
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

（参考）国のロードマップ 中小規模

⚫ 国のロードマップでは、2027年度に住宅TR基準をZEHレベル以上に引上げる
方針

R3.8.23

（参考）脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策
等のあり方・進め方に関するロードマップ（2021.8）より抜粋
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⚫ 前回技術検討会から現在までの間、国の断熱・省エネに関する新たな基準が設定

① 建売戸建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートトップランナー基準の引上げ（目標年度：2027

年度）

② 分譲マンショントップランナー基準の新設（目標年度：2026年度）

③ 中規模非住宅の省エネ基準引上げ（2026年度）

⚫ 『条例制度改正の基本方針』にて、「国基準（断熱・省エネ性能）以上の基準を

設定」と記載

13

中小規模

国基準の引上げ等にあたり、本制度においても省エネルギー性能基準の見
直しが必要

【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

国基準の新設等
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

（参考）条例制度改正の基本方針

⚫ 制度創設当初から、国基準以上の基準を設定する方針

中小規模

R4.9.9

カーボンハーフ実現に向けた条例
制度改正の基本方針
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

（参考）住宅トップランナー基準の改正内容

⚫ 2027年度（分譲マンションは2026年度）を目標年度とし住宅TR基準が引上げ

中小規模

住宅種別 対象事業者 目標年度
住宅トップランナー基準

外皮基準 一次エネルギー消費量基準

建売戸建住宅
年間150戸以上

供給
2020年度
2027年度

省エネ基準に
適合

（UA=0.87※1）

ZEH水準に適合
（UA=0.60）

BEI：0.85以下※2

BEI：0.80以下

注文戸建住宅
年間300戸以上

供給
2024年度
2027年度

BEI：0.80以下※2

BEI：0.75以下

賃貸アパート
年間1,000戸以上

供給
2024年度
2027年度

BEI：0.90以下※2

BEI：0.80以下

分譲マンション
年間1,000戸以上

供給
2026年度

ZEH水準に
適合

（UA=0.60）
BEI：0.80以下※2

※1 地域区分６及び５における基準。地域区分４（檜原村、奥多摩町）はUA値0.75

※2 再生可能エネルギーによる削減量を含めて算定
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【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

（参考）中規模非住宅の省エネ基準の改正内容

⚫ 2026年度以降、中規模非住宅（300㎡~2,000㎡）の省エネ基準が引上げ

中小規模

規模 用途
一次エネ基準

（現行）
一次エネ基準
（2026年度）

一次エネ基準
（遅くとも

2030年度まで）

中規模
（300㎡以上

2,000㎡未満）

工場等

BEI：1.00※1

BEI：0.75※1

BEI：0.60※2

事務所等
学校等

BEI：0.80※1

ホテル等
百貨店等

BEI:0.70※2

病院等
集会所等
飲食店等

BEI：0.85※1

小規模
（300㎡未満）

－ BEI：1.00※1 BEI：1.00※1 BEI：0.80※2

※1 太陽光発電設備及びコージェネレーション設備の発電量のうち自家消費分を含めて算定 ※2 コージェネレーション設備の発電量のうち自家消費分を含めて算定



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

⚫ 国基準以上の基準を設定するため、以下の方向性で省エネルギー性能基準を

見直し

① 建売戸建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートトップランナー基準の引上げ（目標年度：2027

年度）

② 分譲マンショントップランナー基準の新設（目標年度：2026年度）

 新住宅TR基準と同様に、住宅の断熱・省エネ基準（義務）を引上げ（本会議で検討）

 義務基準引上げに伴い、住宅の断熱・省エネ基準（誘導）を引上げ

（都独自基準となるため、都による調査等を踏まえ第3回会議以降に検討）

③ 中規模非住宅の省エネ基準引上げ（2026年度）

 国基準と同様に、中規模非住宅の省エネ基準（義務）を引上げ（本会議で検討）

17

中小規模

【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

省エネルギー性能基準見直しの方向性
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⚫ 新たな義務基準は現行の誘導基準と同様なため、新たな誘導基準の設定が必要

⚫ 2027年度の次期住宅TR基準は未提示のため、誘導基準は都独自に設定
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中小規模

【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

都制度と国制度の比較（断熱）

報告書制度
（義務基準）

UA値 東京
ゼロエミ住宅

住宅TR基準

現行基準

0.87

新基準

0.60

0.35

0.26

0.46

0.60

0.87

水準A

水準B

水準C

現行基準(義務)

0.87

新基準(義務)

0.60

住宅性能表示

等級

6
等級

5
等級

4

等級

7

国の
省エネ基準

国の
誘導基準

各種補助制度

ZEH
水準

GX

ZEH

都 制 度 国 制 度

報告書制度
（誘導基準）

現行基準(誘導)

0.60

誘導基準

要検討

性能が高い

GX
志向型
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中小規模

【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

都制度と国制度の比較（一次エネ・戸建住宅）

※再生可能エネルギーによる削減量を含めて算定

報告書制度
（義務基準）

都 制 度 国 制 度

BEI 東京
ゼロエミ住宅

住宅TR基準

新基準

0.80

0.60

0.55

0.70

0.75

0.80

水準A

水準B

水準C

住宅性能表示
（再エネ含む）

国の
誘導基準

各種補助制度

ZEH
水準

0.65 GX
志向型

等級

6

性能が高い

性能が低い

0.85

0.90

新基準(義務)

0.80
現行基準(義務)

0.85※

新基準(義務)

0.75
現行基準(義務)

0.80※

報告書制度
（誘導基準）

現行基準(誘導)

0.80

現行基準(誘導)

0.75
分譲戸建

▼

注文戸建
▼

分譲戸建
▼

注文戸建
▼

現行基準

0.85※

分譲戸建
▼

新基準

0.75
現行基準

0.80※

注文戸建
▼

等級

5

等級

7

等級

8
GX

ZEH誘導基準

要検討
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中小規模

【論点整理】省エネルギー性能基準の見直し

都制度と国制度の比較（一次エネ・共同住宅）

※再生可能エネルギーによる削減量を含めて算定

報告書制度
（義務基準）

都 制 度 国 制 度

BEI 東京
ゼロエミ住宅

住宅TR基準

新基準

0.80

0.60

0.55

0.70

0.75

0.80

水準A

水準B

水準C

住宅性能表示
（再エネ含む）

国の
誘導基準

各種補助制度

ZEH
水準

0.65 GX
志向型

等級

6

性能が高い

性能が低い

0.85

0.90

新基準(義務)

0.80

現行基準(義務)

0.90※

新基準(義務)

0.80※

現行基準(義務)

0.90※

報告書制度
（誘導基準）

現行基準(誘導)

0.80

誘導基準

要検討

賃貸共同
▼

賃貸共同
▼

現行基準

0.90※

新基準

0.80※

等級

5

等級

7

等級

8

分譲共同
▼

現行基準(誘導)

0.80

分譲共同
▼

2026年度新設

賃貸アパート
▼

分譲
マンション

▼

GX

ZEH



【素案】住宅の省エネルギー性能基準（義務）の引上げ

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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⚫ 住宅トップランナー基準との整合を図るため、2027年度（分譲共同住宅基準は

2026年度）より住宅の省エネルギー性能基準（義務）を改正

22

中小規模

【素案】住宅の省エネルギー性能基準（義務）の引上げ

住宅の省エネルギー性能基準（義務）の改正内容

住宅等の区分 断熱性能※1 省エネ性能

住宅TR事業

者が供給する
住宅

注文戸建住宅基準※2
外皮基準（UA値0.87※3）

強化外皮基準（UA値0.60）
平均BEI値0.8※4

平均BEI値0.75（再エネ除く）

分譲戸建住宅基準※2 外皮基準（UA値0.87※3）
強化外皮基準（UA値0.60）

平均BEI値0.85※4

平均BEI値0.8（再エネ除く）

賃貸共同住宅基準※2 ※5 外皮基準（UA値0.87※3）
強化外皮基準（UA値0.60）

平均BEI値0.9※4

平均BEI値0.8（再エネ除く）

分譲共同住宅基準※2 ※5 外皮基準（UA値0.87※3）
強化外皮基準（UA値0.60）

平均BEI値0.9※4

平均BEI値0.8※4

その他の住宅 外皮基準（UA値0.87※3） BEI値1.0※1,※4

※１ 単位住戸ごとに適合が必要
※2 住宅TR事業者が都内に供給する住宅等の区分に応じて適合すべき基準
※3 地域区分６及び５における基準。地域区分４（檜原村、奥多摩町）はUA値0.75

※4 再生可能エネルギーによる削減量を含めて算定

※5 2026年度より「賃貸又は分譲共同住宅基準」を区分し、新設

表：住宅の省エネルギー性能基準（義務） 赤字：改正内容
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⚫ 制度対象となる建築物（都内の新築建物の約55%）のうち、今回の基準引上げ
の対象となる住宅は約90%

 2027年度以降、都内の新築建物の約半数が、引上げ後の基準（事業者平均で
ZEH水準以上）への適合義務化

23

中小規模

【素案】住宅の省エネルギー性能基準（義務）の引上げ

基準引上げに伴う効果

図：都内の新築建物のうち、都の制度対象建物※1が占める割合（令和5年度）

※1 都が把握する制度対象見込み事業者が供給した中小規模建物

※2 住宅トップランナー事業者が建設等する、自らのトップランナー区分と合致する住宅

約38,000棟約17,000
約

2,500
約18,500

制度対象建物:約55% 制度対象外建物:約45%

うち、基準引上げ対象建物※2 :約90%



【素案】中規模非住宅の省エネルギー性能基準
（義務）の引上げ

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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⚫ 建築物省エネ法との整合を図るため、2026年度より非住宅の省エネルギー性能基準
（義務）を改正

⚫ なお、誘導基準は引き続き、国のロードマップに示された遅くとも2030年度までに到
達すべき基準に設定
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中小規模

【素案】中規模非住宅の省エネルギー性能基準（義務）の引上げ

非住宅の省エネルギー性能基準（義務）の改正内容

表：非住宅の省エネルギー性能基準（義務） 赤字：改正内容

住宅等の区分 断熱性能※２ 省エネ性能（再エネ含む）※２

非住宅

小規模（300㎡未満）※５ BPI値1.0 BEI値1.0

中規模
（300㎡以上
2,000㎡未満）

工場等 ‐

BEI値1.0

BEI値0.75

事務所等、学校等、
ホテル等、百貨店等

BPI値1.0
BEI値0.8

病院等、集会所等、
飲食店等

BEI値0.85

※１ 例えば『（参考）脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・
進め方に関するロードマップ（2021.8）』等 

※２ 建物（１棟）ごとに適合が必要

※３ 住宅TR事業者が都内に供給する住宅等の区分に応じて適合すべき基準
※４ 地域区分６及び５における基準。地域区分４（檜原村、奥多摩町）はUA値0.75

※５ 用途（事務所等、ホテル等など）の別は問わない。



【論点整理】住宅の省エネルギー性能基準（誘導）
の引上げ

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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⚫ 義務基準引上げに伴い、より高みを目指す事業者の取組を促進するため、誘導基準

を引上げ

⚫ 国のロードマップ等において、2027年度の次の住宅トップランナー基準案は未提示

都独自の基準設定が必要だが、他制度との一定の整合性も考慮しつつ検討

27

中小規模

【論点整理】住宅の省エネルギー性能基準（誘導）の引上げ

住宅の省エネルギー性能基準（誘導）の引上げの方向性

左図：東京ゼロエミ住宅の水準別省エネ性能 右図：住宅性能表示制度（見直し案）

R7.4.18社会資本整備審議会建築分科会（第 47 回）

資料６ 住宅性能表示制度の見直しについて（一次エネルギー
消費量等級の上位等級の創設） より抜粋



【参考】住宅トップランナー制度における太陽
光発電の設置目標

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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⚫ 住宅トップランナー制度に、太陽光発電設備の設置目標が新設（目標年度：
2027年度）
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中小規模

【参考】住宅トップランナー制度における太陽光発電の設置目標

住宅トップランナー制度における太陽光発電の設置目標の新設

R6.10.29 2省合同会議
資料３ 住宅トップランナー基準の見直しについて



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

⚫ 都制度とは対象建物区分、設置基準（設置率の採用）や除外規定に差異

 2027年度以降、都制度と国制度の両輪で再エネの普及拡大を目指す
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中小規模

【参考】住宅トップランナー制度における太陽光発電の設置目標

都制度との比較及び今後の取扱い

都制度(2025年度～) 国制度（住宅トップランナー制度）(2027年度～)

設置基準 【設置容量基準】

事業者ごとに設置容量を規定

（設置可能棟数×算定基準率×2kW/棟）

【設置率基準】

住宅区分ごとに一律の設置率を規定

（分譲戸建:37.5% 注文住宅:87.5% ）

※2030年の新築戸建住宅へのPV設置6割達

成への中間目標として設定

対象

建物区分

戸建住宅（分譲・注文）、共同住宅（賃貸アパート・分

譲マンション）、非住宅

戸建住宅（分譲・注文）のみ

※共同住宅は今後検討

制度の特徴 ⚫ 基準適合への義務、別途誘導基準を設定

⚫ 屋根面積が狭小な住宅は除外可能

⚫ 事業者ごとの取組状況を公表

⚫ 基準適合への努力義務

⚫ 敷地面積が狭小な住宅等は除外可能

⚫ 事業者名や事業者ごとの取組状況は非公表



今後の予定

第1回 東京都新築建築物制度改正等に係る技術検討会（建築物環境報告書制度）
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令和7年度
（2025年度）

令和8年度
（2026年度）

令和9年度
（2027年度）

⚫ 令和7年度の技術検討会での議論を踏まえ、令和8年度・令和9年度の改正施行

を予定

32

中小規模今後の予定

技 術 検 討 会

令和7年６月30日（本日）

第1回技術検討会

⚫素案提示

⚫論点整理

令和7年８月7日

第２回技術検討会

⚫意見表明

第3回以降

⚫取りまとめ

⚫取りまとめ

★
令和8年4月

改正施行
・中規模非住宅
・分譲共同住宅

★
令和9年4月

改正施行
・分譲戸建住宅
・注文戸建住宅
・賃貸共同住宅

令和7年7月1日から15日まで

意見表明募集期間

義務

誘導

規定類整備・周知 等

⚫素案提示
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